離婚に伴う財産分与課税

税理士　田添　正寿

民法の規定（民法第768条）による財産分与としての資産の移転があった場合には、その分与をした者は、その分与をした時の価額によりその資産を譲渡したことになる。

なお、財産分与による資産の移転は、財産分与義務の消滅という経済的利益を対価とする譲渡であるため、贈与ではないことになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　財　産　分　与

　　　甲　　　　　　　　　　　　　　妻
　　　　　　　　　　　　　　　　　財産分与義務の消滅　　

財産分与義務（民法第768条）の消滅という経済的利益　　　　　　　譲渡所得

　具体例

甲は本年7月乙と協議離婚をし、財産分与として昭和38年12月に３，５００，０００円で取得した土地を乙に引き渡した。

なお、この土地の分与時における時価は４２，０００，０００円である。

譲渡損益　　４２，０００，０００円　―　　３，５００，０００円　　＝　３８，５００，０００円

　　　　　　３８，５００，０００円　―　　１，０００，０００円　　＝　３７，５００，０００円

税額　　　　３７，５００，０００円　×　２６％　　　　　　　　　　＝　　９，７５０，０００円

　（注）居住用財産の3、000万円控除の適用可および軽減税率適用可の場合

譲渡損益　　４２，０００，０００円　―　　３，５００，０００円　　＝　３８，５００，０００円

　　　　　　３８，５００，０００円　―　３０，０００，０００円　　＝　　８，５００，０００円

税額　　　　　８，５００，０００円　×　１４％　　　　　　　　　　＝　　１，１９０，０００円

Ⅰ　　居住用財産の3、000万円控除の適用および軽減税率適用ができるか否か

　適用要件

1 居住用財産を譲渡すること

2 その居住用財産の譲渡について他の課税の特例の適用を受けていないこと

3 居住の用に供している家屋を譲渡すること（土地のみは不可）

4 次に掲げる者以外に対する譲渡であること

1. 配偶者・直系血族

2. 生計を一にする親族

3. 同族会社

5 同年又は前々年に居住用財産の課税の特例（特別控除又は課税の繰延べ）の適用を受けていないこと

この際の問題は、譲渡をした際に配偶者であるか否か

配偶者であるか否かは戸籍上で判断

例1

離婚協議　　　　　　　7/1財産分与による譲渡　　　　　　7/31離婚届け提出　　　

　

　　例2

　　離婚協議　　　　　　　7/31離婚届け提出　　　　　　　　　8/25財産分与による譲渡　

　

判例　：　例1の場合、戸籍上配偶者であるため、適用は不可である。

しかし、判例において離婚の状況がすべて整っており、その事実を証明したことにより、居住用財産の3、000万円控除の適用および軽減税率適用が可能になった事例

Ⅱ　夫の単独名義の居住用不動産につき、連帯債務者として給与所得者である妻も返済していた場合において、離婚に伴う財産分与行為が、単なる夫婦共有財産の分割（真正なる登記名義の回復）であって、財産の譲渡にあたるか否か

　平成6年3月30日　国税不服審判所

　借入金が夫婦の収入から等しく返済されたものであると認められた結果、その借入金で取得した本件宅地は登記上の名義にかかわらず、夫婦間では共有物との認識であったと判断し、共有土地を、離婚を機会に分割して清算したものと見るのが相当であって、扶養料や慰謝料ではないから、譲渡所得は発生しない。

Ⅲ　　財産分与にもとづく財産の移転に伴い、譲渡所得税が課されることを予想していなかったことにより、当該財産分与に関して要素の錯誤により無効を主張できるか否か

　平成3年3月14日　　　東京高裁

　夫Ｘは、財産分与によりＸに課税されることはないと信じて、これを当然の前提として、その旨黙示的に表示して本件財産分与契約をしたのであるが、後にＸに2億円をこえる譲渡所得税が課税されることが判明した。このような課税を受けるのであれば、Ｘは本件財産分与契約をしなかったはずであると、主張

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

判決　　Ｘの本件財産分与の意思表示は、その重要な部分に錯誤があり、無効である。なお、錯誤についてＸに重大な過失はない。

　平成3年7月19日　　東京地裁

夫Ｙは、協議離婚に伴い妻に土地を財産分与してその旨の登記も完了した。その後、財産分与に伴い譲渡所得税等　　　1、600万円の課税処分を受けた。この場合において、課税されることはないという動機が黙示的表示されていたとして、錯誤無効であると主張

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

判決　　本件財産分与をするにあたり、弁護士ＺがＹに、「本件財産分与に伴い譲渡所得税等がＹに課されることはない」旨の説明があり、Ｙに譲渡所得税が課されないことを合意の動機として表示した。このことから、多額の課税がされることを知っていたならば、意思表示はしなかったから、本件財産分与の意思表示は、要素の錯誤で無効である。

Ⅳ　禁治産者である妻の後見監督人を被告とする離婚訴訟において、原告である夫からの申し立てにより妻への財産分与が認められるか否か

平成5年12月21日　横浜地裁横須賀支部

妻が、植物状態となったため、重度の精神障害等を理由とする協議離婚にともない、財産分与の権利者ではなく、義務者が財産分与の申し立てをすることができるか否か


判決　　財産分与の権利者ではなく、義務者が財産分与の申し立てをすることは、原則として許されないが、禁治産者である妻の後見監督人が被告となる離婚訴訟において、原告である夫が離婚訴訟において、原告である夫が離婚訴訟に付随して財産分与の申し立ては許される。

Ⅴ　離婚直前において、居住用財産の贈与に係る配偶者控除の特例によって、配偶者へ財産の移転を行った場合、当該特例が適用できるか否か

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　？

　　　　　　　　　　　　　　　　　　税理士さんへご相談
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